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石狩管内地域いじめ問題等
対策連絡協議会第２回会議

●担当：石狩教育局教育支援課
社会教育指導班 加藤･只野

●電話：011-204-5879(直通)

令和８年（2026年）２月16日（月）、北海道立道

民活動センター（かでる2・7）を会場に、構成員14

名出席の下、第２回会議を開催しました。

本会議では、いじめ及び不登校に係る道教委（教
育局）の取組について説明のほか、第１回会議での
協議内容を踏まえ、「他者理解、学びの機会」「信
頼関係の構築・相談体制の拡充」「組織的な対応」
についてそれぞれの機関・団体の取組や、各機関・
団体における連携の具体、連携の可能性について協
議しました。

石狩管内地域いじめ問題等対策連絡協議会 行徳会長（石狩教育局長）

子どもたち一人一人に安心して過ごせる居場所があり、誰一人取り残されることなく成長し続けていくためには、関係

機関が継続的につながり、支援の輪を広げていくことが大切である。

交流・協議 （グループ協議 及び 全体協議）

令和７年度

協議のまとめ

いじめ及び不登校に係る道教委（教育局）の取組

① 道教委（教育局）の取組の成果と課題について

② どさんこ☆子ども地区会議の報告（令和７年10月４日実施）

③ フォーラム石狩の報告（令和７年11月20日実施）

具体的な取組から見える連携のポイント

◆「困ってから連携」ではなく「日常から連携」
・問題が起きてからではなく、未然防止の段階から関係
機関が関わり合う。

・子どもが「学校の先生以外の大人」と接点をもつ。
・子どもも大人も、多様な価値観に触れ、他者理解を広
げる機会を積極的に設ける。

◆ 孤立を防ぐ仕組みの構築
・相談窓口や方法を“増やす”だけでなく、相談後の支援
体制を想定する。

・「ナナメの関係」（地域の大人や外部の専門職）との
連携を意図的につくる。

・子どもが「相談する相手を選べる」環境を保障する。

◆ 連携の鍵は「タイミング」
・「様子を見る」より「まず情報を共有」する。
・初動対応のスピードを上げ、重大化を防ぐ。
・管理職を中心とした意思決定の明確化や組織
的で専門的な対応が必要。

◆ 持続的な連携の仕組みにつなげる
・「誰が」「どの段階で」「どこに」相談する
のかを明確化し、共有する。

・曖昧さを減らすことで迷いを軽減する。
・校種間で情報共有等のルールを整備する。

◆「学校だけでは解決が難しい」前提で動く
・子どもの課題を「学習問題」に限定しない。
・生活・家庭・医療・心理を含めた包括的支援
の在り方を念頭に置く。

・学校が抱え込まない連携体制を構築する。

今後必要とされる関係機関の連携等

○ 早期から相談できる体制を構築
・事件性がない場合でも相談できる環境
・「迷った段階」で今後の対応や保護者対応等
の専門的助言

○ 警察との連携を強化
・相談の基準（どの段階で相談するか）を共有
する等、具体的対応への協力

・事件性のある事案の迅速な共有と対応
・緊急事案（希死念慮等）の即時連携・対応

○ 福祉・児童相談所との早期連携
・家庭に入り込めない段階での支援
・虐待部門との迅速な情報共有
・児相介入前の段階から連携開始
・ケース会議への参加

○ 医療機関との連携
・主治医との早期連携
・診断情報の共有方法を検討
・心身の不調に関する専門的助言

○ 校種間（縦の）や自治体間の連携
・校種間や自治体間における情報共有の明確化
・被害生徒の転校時に引継ぐルールを整備

○ 地域との協力・協働体制を強化
・「何かしたい」という大人の力を活用
・子どもの声を聞く場づくり、仕組みづくり
・居場所づくりへの協力
・食支援・学習支援等の地域資源の活用

○ ケース会議を開催しやすくする工夫
・少人数・迅速に開催する
・オンラインの活用等、柔軟な参加体制
・情報共有の手段を整備

石狩管内教育委員会協議会 岩渕会長（恵庭市教育委員会教育長）

子どもの声を直接聞く取組は大変意義深く、どさんこ☆子ども地区会議におけるアンケートの回答

にある「相談する先生を選びたい」という声は、校長会議でも共有したい重要な提案である。また、い

じめは命に関わる重大な人権侵害であり、過去の痛ましい事案を風化させず、丁寧かつ確実な対

応を続ける必要がある。国や道が体制を強化する動きがあり、今後も関係者が建設的な協議を継

続し、連携した対応を進めることが重要である。


